
第６８回全国博物館大会決議 
  

私たちは、公益財団法人日本博物館協会主催のもと、神奈川県博物館協会の共催、ならびに文化庁、神奈川県

教育委員会、横浜市教育委員会の後援を得て、第 68 回全国博物館大会を、令和 2(2020)年 11 月 25 日・26 日

の２日間にわたり、神奈川県横浜市で開催した。 

コロナ禍の深刻な影響の下で参加者を大幅に制限せざるを得ない中、大会には全国から約 250名が参加し、博

物館での新たな取組、今後の運営の在り方、防災・減災への対応等を中心に活発な議論が行われた。 

私たちは、今般のコロナ禍のように社会が危機に瀕する中でも、博物館が、歴史文化・自然科学等多岐にわ

たる文化遺産の保存継承・活用を核とする生涯学習の中核施設として、人々が健康で文化的な生活を送るため

に必要な機能を有することを改めて確認した。しかし、博物館が持続的に多様な役割を果すためには、個々の

施設への支援や人材育成の促進等、早急に解決すべき多くの課題が残されていることを認識した。その上で、

課題の解決に向けては、基本的機能の一層の充実に向けた各博物館の努力はもとより、厳しい運営環境の改善

や博物館制度の整備が不可欠であり、博物館の実情を各方面に強く訴える必要性を確認した。 

ここに「変化の中の博物館 −新たな役割と可能性−」というテーマの下に開催された本大会の議論を実効あ

るものとするため、第 68回全国博物館大会の名において下記のとおり決議する。 
 

記 
 

１ 各博物館は、新型コロナウイルス感染予防の重要性を認識し、ガイドラインを基本に各施設の

規模・特性を考慮し、引き続き感染予防対策を実施し、利用者・職員の安全確保を図りつつ博物

館運営に取組む。また、博物館が社会基盤として果たし得る役割を自覚し、更なる相互の連携強

化を図り、それぞれの博物館が、利用者からの支持を得られる質の高い情報発信活動を持続的に

遂行するよう努力する。 

日本博物館協会は、コロナ禍での厳しい状況に置かれた博物館の運営実態を把握し、関係者と

共有し、博物館に対する支援政策の策定に資するとともに、現場の実情に添ったガイドラインの

改定等を行い、ウイズコロナからポストコロナへと向かう状況を見極めつつ国との連携を図り、

博物館の支援に取組み、博物館の公益性及び信頼性の確保に努める。 
 

２ 日本博物館協会は、博物館の持続的発展の基礎となる博物館制度の整備に向けて、現行博物館

法の見直しや新たな制度の在り方等について、これまでの調査研究・検討の成果を基に、各博物

館とともに、国を始めとする関係機関・団体等との連携の下に具体的検討を進める。検討に際し

ては、今般のコロナ禍での経験・課題を踏まえ、運営形態が多様化する博物館の持続的発展に必

要な、公私立博物館に対する支援の拡充や、学芸員等必要な人材確保・育成等を図るとともに、

経費・人員の削減や合理化・効率化のみが優先されることなく、その目的・役割が確実に達成で

きる経営基盤の強化を図るべく、関係機関等に理解を求める。 

  また、ポストコロナ時代に向けた博物館の発展に向けて、文化財・博物館資料等の保存、調査

研究環境の整備等、基本機能の充実とともに、多様な情報発信に不可欠な、デジタル化・ネット

ワーク化の促進と、全国の博物館へ普及させる取組み等への支援を国等に強く働きかける。 

   

３ 各博物館は、今後の博物館活動の充実に国際的連携が不可欠であることを認識し、国際的視野

に基づく人材育成や相互連携を促進し、ICOM京都大会で議論された SDGs(持続可能な開発目標)を

はじめとする博物館の社会的役割を果たすべく、各博物館の特色を活かした活動の充実に向けて

努力する。 

日本博物館協会は、各博物館の国際化への取組の推進を支援し、継続的に進展させるために、

国を始めとする関係機関・団体等に対し支援・協力を要請する。 
 

４ 各博物館は、地震や豪雨・火災等をはじめ、多発する大規模災害における博物館・文化財の被

害を防ぎ、被災した文化財や博物館の復旧・復興を支援するために連携を強化する。 

日本博物館協会は、本年秋に発足した国立文化財機構文化財防災センターとの連携を核とし、

地域および全国的な文化財・博物館施設全体の防災体制の構築・強化に努めるとともに、新たに

ICOMの国際委員会として誕生した博物館防災対策国際委員会等との連携の下に、国際的な防災体

制の強化に努める。 

以上 
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